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研究成果の概要（和文）：持続可能な社会の形成に向けて多様な主体が課題に取り組んでいる。社会的企業には
社会に存在する諸資源を動員し課題を解決する実現力が求められる。これら社会的企業を支える中間支援組織に
関しては資金・人材などの資源仲介機能，基盤機能の提供などが求められる。
2000年代以降，「経済的リターン」と「社会的リターン」をともに追及するソーシャルファイナンスと呼ばれる
融資や投資などが社会的な領域に投入される新たな民間資金として期待されている。社会的企業を支える中間支
援組織の資金調達面での支援機能に関して社会・環境目的の課題解決のための民間資本の活用というソーシャル
ファイナンスの観点から支援組織の機能を検討した。

研究成果の概要（英文）：Social enterprises work to solve various challenges and social problems, 
such as issues related to the environment, social well-being, inequality in educational 
opportunities, and disparity in income distributions. Regarding intermediate support organizations 
supporting these social enterprises, it is required to provide resources intermediation functions 
such as funds and human resources, and to provide basic functions. Since the 2000s, loans and 
investments called social finance that pursue both "economic return" and "social return" are 
expected as new private funds to be put into social areas. About the support function of the 
intermediate organization for the social enterprise concerning the fund procurement aspect, we 
examined the function of the support organization from the viewpoint of social finance such as 
utilization of private capital to solve social and environmental objectives.

研究分野： 環境学

キーワード： 環境CSR　社会的企業
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
（１）持続可能な社会の形成に向けて多様な
主体が山積する社会的課題に取り組んでい
る。社会的課題の解決に際してビジネスの手
法を活用して取り組み解決する事業体とし
て 社 会 的 企 業 ， NPO （ Non-Profit 
Organization）など民間の営利・非営利組織
が注目されている。社会的課題の山積は公共
財の需給バランスに問題があり課題解決に
は多様な主体による公共的財の供給が必要
と考える。社会的企業の代表的事例には 2006
年にノーベル平和賞を授与されたムハマ
ド・ユヌスのグラミン銀行，英国のビッグイ
シュー，米国のティーチ・フォー・アメリカ
などが挙げられる。社会的企業は，資金，人
手（ボランティア），専門知識・専門スキル
などの諸資源を社会から調達し対象とする
課題の解決にあたる。さらに，社会的課題の
解決を図るのみではなく，問題解決の過程で
周囲を巻き込み，問題解決の提案を通じて社
会を変える主体であるとも認識されている。
起業準備，活動開始，事業継続などの一連の
活動を円滑に進め軌道に乗せるためには，多
様な支援が不可欠であり，支援組織がどのよ
うな機能や役割が果たせるかに関しての整
理が必要である。 
 
（２）資源提供者から「意志ある資金」を調
達し課題を解決するためにも，社会的企業に
は組織運営の透明性や資源・資金の使途に関
する説明責任が求められ，他の組織との連携
や情報発信，情報公開に対応できる体制の構
築・整備が求められる。社会的企業は本来の
事業遂行と合わせて，経理・総務・広報など
の活動も必要であり，持続的に事業遂行が可
能であるためには，さまざまな支援を必要と
する。社会的課題の解決主体を支援する活動
の在り方について，公・共・私の役割分担の
観点から，支援組織を対象として検討する必
要がある。日本の社会的企業が直面している
課題の解決に取り組む中では，組織の持続可
能性の面で，寄付・ボランティアの仲介や資
金調達など多面的に支援する仕組みが重要
である。課題解決に向けた取り組みに必要な
支援にはどのようなものがあるのか，また，
支援組織や支援活動が有効に機能するため
に必要な条件は何かを明らかにすることが
重要である。 
 
２．研究の目的 
（１）環境保全など，持続可能な社会の形成
に向けて，公・共・私にわたる多様な主体が
公共的財・サービスの提供にかかわっている。
社会的課題の山積は公共財の需給バランス
に問題があり，課題解決には生活者の視点を
重視した観点から多様な主体による公共財
供給が必要と考える。まず，社会的企業台頭
の背景を明らかし，社会的企業の現状を明ら
かにする。 
 

（２）公・共・私の役割分担について検討し，
社会からの資源調達と社会的課題の解決を
担う活動について検討する。具体的には，民
間における課題解決主体として社会的企業
に注目し，持続可能な社会の形成に向けた課
題の認知から解決にいたるまでの全プロセ
スにわたって，その活動が継続的に可能とな
る支援のあり方を提示する。社会的企業が公
共的財供給の全過程を通じて果たす種々の
機能を検討する。 
 
（３）資源提供者（支援者）と資源需要者（社
会的企業が必要とする支援）をもとに社会的
企業が必要とする支援について整理し，供給
側と需要側との内容のマッチングなどの手
法も含めて支援論を吟味する。支援者および
支援形態を整理し、持続可能な支援のあり方
を求める。 
 
３．研究の方法 
持続可能な社会の形成に向けた社会的企

業支援のあり方を提示するために以下の研
究を行う。 
 
（１）社会的企業の現状を明らかにする研
究：文献およびホームページによりサードセ
クターと公共財供給について検討し、社会的
企業台頭の背景を明らかにする。 
 
（２）社会的企業が公共的財供給の全過程を
通じて果たす種々の機能を検討する研究：起
業段階、起業初期、事業継続期の各段階で社
会的企業が果たす機能を検討する。 
 
（３）支援論を吟味する研究：供給側と需要
側との内容のマッチングなどの手法も含め
て資源提供者（支援者）および資源需要者（社
会的企業が必要とする支援）に関して、支援
の偏在・地域差などについて確認し、地域差
をもたらす要因の究明とその対応策につい
ても検討する。 
 
（４）持続可能な支援のあり方を求める研
究：社会的企業の各段階（起業・起業初期・
事業継続期）において必要とする支援と支援
形態に関して、支援者および支援形態を整理
し検討する。中間支援組織の機能と役割に関
して、支援の偏在・地域差を乗り越えるため
に中間支援組織が果たせる役割に関して、よ
り具体的に検討する。また、営利組織、非営
利組織、双方が各段階において必要とする支
援と支援策について整理・検討する。 
 
（５）本研究の総括：以上を踏まえて、持続
可能な社会の形成に向けた社会的企業支援
のあり方を提示する。 
 
４．研究成果 
持続可能な社会の形成に向けた社会的企

業支援のあり方に関して、主として中間支援



組織に注目し以下の研究を行った。 
 
（１）社会的企業の現状を明らかにする研
究：政府予算の削減、民間の寄付減少による
NPO の商業化、営利化、企業化が指摘され
ている。一方、イノベーションの担い手とし
ての社会的企業家が注目されている。企業の
CSR 活動、社会貢献・社会志向、という新し
い付加価値を加えることにより，一般の営利
企業によるマーケット拡大戦略も含めて社
会的企業論の概要を整理し、社会的企業台頭
の背景を明らかにした。社会的企業には営利
組織と非営利組織がある。営利組織について
は、CSR 報告書、経済産業省のホームページ
などにより社会指向型企業のデータを収集、
非営利組織については、内閣府の NPO ホー
ムページ、所轄機関のホームページより「活
動報告書」のデータなどを収集し社会的企業
の現状と特徴を分析した。 
 
（２）社会的企業が果たす種々の機能を検討
する研究：公共的財供給の全過程を通じて
１）起業段階では課題発見、課題の定義、解
決案の検討と解決への準備、起業あるいは
NPO 法人設立に向けた資源調達（資金・人
材・事務所・資材など）、活動開始段階での
他組織との連携。２）起業初期では資源調達
と解決案実行の試行錯誤、計画の見直し、再
実行、結果の評価方法。３）事業継続期では
課題解決手法の提案、モデル提示、他の組織
との連携など事業継続に当たってのノウハ
ウの蓄積と伝達・広報などについて研究した。 
 
（３）支援論を吟味する研究：社会的企業が
必要とする支援について整理した。社会的企
業がその機能を果たすためにどのような支
援が必要であるかを検討した。都市部（東京
都）と地方との比較により、支援の偏在・地
域差を明らかにし、収集したデータをもとに
社会的企業が必要とする支援について整理
した。１）資源提供者（支援者）：支援の偏
在・地域差などについて確認し、その対応策
についても検討した。２）資源需要者（社会
的企業が必要とする支援）：支援の偏在・地
域差をもたらす要因を究明した。３）中間支
援組織：中間支援組織の組織形態、機能を整
理し、支援の偏在・地域差を乗り越えるため
に中間支援組織がどのような役割が果たせ
るのかを検討した。日本の中間支援組織に求
められる機能には、①仲介機能、②MSO 機
能、③アドバイス機能、④評価機能、が挙げ
られるが、現状で利用可能な機能は、アドバ
イス機能、ボランティアの仲介機能、などが
中心である。 
 
（４）持続可能な支援のあり方を求める研
究：NPO 法人から行政への要望（活動拠点
の提供，広報への支援）と NPO 法人が抱え
ている課題（人材不足，資金不足，運営能力
不足）を整理した。支援組織が提供するサー

ビスは、施設の提供（低廉・無償）、アドバ
イス機能、などが中心である。本研究では非
営利の社会的企業（事業型 NPO）への支援
を主な対象とし内閣府 NPO ホームページの
データ、寄付白書、ボランティア白書、NPO
白書などにより、対象地域と全国との比較検
討を行い支援の偏在・地域差を明らかにし社
会的企業が必要とする支援について整理し
た。また、起業・起業初期・事業継続期の各
段階で必要とする支援、支援の偏在・地域差
を乗り越えるために支援組織が果たせる役
割に関しても、より具体的に検討し各段階で
必要な支援策について整理・検討した。NPO
法人が求めている資金や人材などの資源仲
介機能や基盤機能の提供などが一層求めら
れる。 
 
（５）社会的企業支援のあり方を提示する研
究：持続可能な社会の形成に向けた資金調達
の支援では非営利組織として NPO バンク、
コミュニティバンクなど、営利組織ではクラ
ウドファンディング、信用金庫などがある。
2000 年代以降、「経済的リターン」と「社会
的リターン」をともに追及するソーシャルフ
ァイナンスに注目が集まり社会的な領域に
投入される新たな民間資金として期待され
ている。社会的課題に低利での融資を行う金
融は社会的企業を支援する金融といえよう。
今後の支援組織には、現状の提供機能に加え
て、課題解決のための民間資本の活用という
ソーシャルファイナンスの観点から支援組
織の機能の拡充が望まれよう。 
なお、上記の成果は 2018 年 9 月出版予定

の教科書、および 10 月出版予定の英文図書
に収録の予定である。 
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